
１．平成18年度中間決算の概要

 (1)収支概況

  当中間期の連結収支につきましては，収入面では，電気事業において，本年４月から電気

料金の値下げを実施しましたが，販売電力量の増加などにより増収となりました。連結の売

上高は前年同期に比べ 3.4％増の 7,132億円，中間経常収益は 3.5％増の 7,173億円となり

ました。一方，支出面では，電気事業において，原油価格の上昇などに伴う燃料費の増加は

ありましたが，近年の好調な年金資産運用などによる人件費の減少や，経営効率化による減

価償却費の減少などがあり，中間経常費用は 1.7％減の 6,085億円となりました。 

　以上により，中間経常利益は 47.0％増の 1,088億円，中間純利益は 57.0％増の 667億円

となりました。 

　当社単体の収支につきましては，売上高は 2.9％増の 6,768億円，中間経常利益は 44.7

％増の 1,050億円，中間純利益は 55.9％増の 648億円となりました。

　中間配当につきましては，１株につき 30円といたしました。

連  結
(単位：億円，％)

当中間期 前年中間期 増      減 前年同期比
（ Ａ ） （ Ｂ ） （ Ａ－Ｂ ） （ Ａ／Ｂ ）

 234 103.4

 325 134.3

 348 147.0

 242 157.0

単  体
(単位：億円，％)

当中間期 前年中間期 増      減 前年同期比
（ Ａ ） （ Ｂ ） （ Ａ－Ｂ ） （ Ａ／Ｂ ）

 188 102.9

 301 132.7

 324 144.7

 232 155.9

425

売 上 高 7,132 6,897

1,272 947営 業 利 益
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1,225

売 上 高

平成18年10月26日
九州電力株式会社

923

740

平成18年度中間決算について

営 業 利 益

中 間 純 利 益 667

中 間 経 常 利 益 1,088

1



(2)単体業績

 ［販売電力量］

  当上半期の販売電力量につきましては，電灯，業務用電力などの一般需要は，６月，９

月の気温が前年に比べ低めに推移したことによる冷房需要の減少はあるものの，オール電

化住宅の増加などによる電灯の伸びや，商業施設の新規出店などによる業務用電力の伸び

などから，前年同期に比べ 2.4％の増加となりました。また，大口産業用需要は，デジタ

ル家電関連や鉄鋼などで生産が堅調に推移したことや，原油価格の高騰を受け，自家発電

から当社買電への切替えがあったことなどから，前年同期に比べ 6.1％の増加となりまし

た。この結果，当上半期の総販売電力量は，430億６千万kＷhとなり，前年同期に比べ 

3.4％の増加となりました。

(単位：百万ｋＷｈ，％)

１８／上 １７／上 増      減 前年同期比
（ Ａ ） （ Ｂ ） （ Ａ－Ｂ ） （ Ａ／Ｂ ）

31,266 30,534  732 102.4

11,801 11,123  678 106.1

43,067 41,657  1,410 103.4

 ［発受電電力量］

  供給面につきましては，原子力などの順調な運転により，安定した電力をお届けするこ

とができました。

(単位：百万ｋＷｈ，％)

１８／上 １７／上 増      減 前年同期比
（ Ａ ） （ Ｂ ） （ Ａ－Ｂ ） （ Ａ／Ｂ ）

水        力 2,750 1,904  846 144.4

( 出 水 率 ) （　 113.3 ） （　 75.6 ） （ 37.7 ）

火        力 16,251 16,339 △ 88 99.5

原   子   力 20,495 19,367  1,128 105.8

(設備利用率) （　 88.7 ） （　 83.9 ） （ 4.8 ）

計 39,496 37,610  1,886 105.0

他          社 7,711 8,240 △ 529 93.6

融          通 △ 65 － △ 65 －

揚    水    用 △ 211 △ 177 △ 34 119.3

合  　      計 46,931 45,673  1,258 102.8

合 計

大 口 産 業 用
需 要

一 般 需 要

自

　
社

自

　
社

自

　
社
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収 支 比 較 表(単体)
  （単位：億円，％）

当中間期 前年中間期 増      減 前年同期比 構   成   比

（  Ａ  ） （  Ｂ  ） （  Ａ－Ｂ  ） （  Ａ／Ｂ  ） 当中間期 前年中間期

電 灯 料  2,768  2,719  48  101.8 40.7 41.2

電 力 料  3,788  3,711  77  102.1 55.7 56.2

（ 小 計 ）  ( 6,556 ）  ( 6,430 ）  ( 125 ）  ( 102.0 ）  ( 96.4 ）  ( 97.4 ）

そ の 他  247  172  75  143.9 3.6 2.6

［ 売 上 高 ］ [ 6,768 ］ [ 6,580 ］ [ 188 ］ [ 102.9 ］ [ 99.5 ］ [ 99.7 ］

合 計  6,804  6,602  201  103.1 100.0 100.0

人 件 費  742  877 △ 135  84.6 12.9 14.9

燃 料 費  996  900  95  110.6 17.3 15.3

修 繕 費  708  716 △ 7  98.9 12.3 12.2

減 価 償 却 費  952  1,024 △ 71  93.0 16.6 17.4

購 入 電 力 料  558  572 △ 14  97.5 9.7 9.8

支 払 利 息  174  183 △ 9  95.0 3.0 3.1

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 220 197  22  111.6 3.8 3.4

そ の 他  1,400  1,403 △ 2  99.8 24.4 23.9

合 計  5,753  5,876 △ 122  97.9 100.0 100.0

[ 1,225 ] [ 923 ] [ 301 ] [ 132.7 ]

 1,050  726  324  144.7

 13 △ 42  56  － 

 －  112 △ 112  － 

 1,036  656  380  158.0

 387  239  147  161.6

 648  416  232  155.9

(注)「原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用」：使用済燃料再処理等費，特定放射性廃棄物処分費及び原子力発電施設解体費の合計額

(　参　考　）

当中間期 前年中間期 増      減

（  Ａ  ） （  Ｂ  ） （  Ａ－Ｂ  ）

115.4円/$ 109.5円/$    5.9円/$為 替 レ ー ト

67.6$/b 53.1$/b 14.5$/b原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格

中 間 経 常 利 益

渇 水 準 備 金

法 人 税 等

中 間 純 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

[ 営 業 利 益 ]
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資産・負債・純資産比較表 (単体)
(単位：億円，％)

固定資産 △ 696

(電気事業固定資産) ) ) (△ 600 )

(投資その他の資産) ) ) (△ 372 )

流動資産等  269

△ 427

負　　　　債 △ 887

(有利子負債残高) ) ) (△ 410 )

純　 資 　産  460

△ 427

 1.5

(注)　前期末の「純資産」及び「自己資本比率」の数値については，従来の「資本」及び

　　「株主資本比率」を記載しています。

(3)連結収支における事業別の業績

　事業の種類別セグメントの業績（セグメント間の内部取引消去前）は，次のとおりとな

りました。

セグメント別の業績(内部取引消去前)

( 25,920

( 4,379 91.5 

98.1 

97.7 

96.9 

97.9 

114.6 

98.9 

－

104.6 

98.9 合　　　計

10,416

自己資本比率

負
債
･
純
資
産

25.8

36,732

( 26,521

38,145

27.3

前期末比

（ Ａ／Ｂ ）

9,956

38,573

1,840

38,573

28,616

( 19,751

前期末

（ Ｂ ）

2,109

38,145合　　　計

資
　
産

27,728

( 19,340

36,035

( 4,006

増　　減

（ Ａ－Ｂ ）（ Ａ ）

当中間期末

(単位：億円，％)

当中間期 前年中間期 増      減 前年同期比
（ Ａ ） （ Ｂ ） （ Ａ－Ｂ ） （ Ａ／Ｂ ）

売 上 高 152 102.3

営業利益 292 131.1

売 上 高 16 103.1

営業利益 11 1 10 968.0

売 上 高 350 314 36 111.6

営業利益 － △ 17 17 －

売 上 高 127 97 29 130.8

営業利益 21 12 8 171.1

(注)　「電気事業」は，当社事業から附帯事業を除いたものです。

その他の事業

電気事業

エネルギー
関連事業

情報通信事業

555 538

6,673 6,520

1,233 941
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  ①電気事業

　本年４月から電気料金の値下げを実施しましたが，販売電力量の増加などにより，売上

高は前年同期に比べ 2.3％増の 6,673億円となりました。営業利益は，売上高の増加に加

え，人件費の減少などにより 31.1％増の 1,233億円となりました。

  ②エネルギー関連事業

　売上高は，ガス販売量の増加などにより，前年同期に比べ 3.1％増の 555億円となりま

した。営業利益は，分散型電源事業において，前年から不採算物件の解約を進めてきたこ

となどにより 10億円増加し11億円となりました。

  ③情報通信事業

　売上高は，ブロードバンドサービスの利用回線数の増加などにより，前年同期に比べ

11.6％増の 350億円となりました。営業利益は，移動系通信事業者からの業務受託収入

の増加などにより 17億円改善し，収支が均衡しました。

  ④その他の事業

　売上高は，オール電化マンションの分譲販売などにより，前年同期に比べ 30.8％増の

127億円，営業利益は 71.1％増の 21億円となりました。
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２ ．通期の見通し

 (1)連　結

　単体と同様，売上高についてはほぼ前期並み，経常利益及び当期純利益については減益

となる見通しです。

 (2)単　体

  売上高については，販売電力量は前期に比べ 1.4％の増加と予想しておりますが，本年

４月実施の電気料金値下げの影響などにより，ほぼ前期並みとなる見通しです。

　経常利益及び当期純利益については，近年の好調な年金資産運用などによる人件費の減

少はありますが，原油価格の上昇などによる燃料費の負担増や新たに制度化が予定されて

いる第２再処理工場の再処理等費用（引当金）の計上が見込まれることなどから，減益と

なる見通しです。

　期末配当金は中間配当金と同様１株につき30円とし，年間配当金60円を予定しています。

通 期 業 績 見 通 し

(単位：億円)

連　結

    13,980  13,280   
[  99.7%] [  99.9%]

    1,440  1,340   
[  84.1%] [  83.9%]

    1,040  950   
[  83.0%] [  83.2%]

    620  580   
[  80.7%] [  83.9%]

(注) [  ]は前年比

主 要 諸 元 表(単体)

１８年度 １７年度(参考)

841億kＷh 830億kＷh
[  101.4%] [ 103.4%]

 71$/b  56$/b

115円/$ 113円/$

 83.3%  86.8%

105.0%  81.6%

(注) [  ]は前年比

(参考)18年度収支変動影響額(単体)

原油ＣＩＦ価格  1$/b 25億円

為 替 レ ー ト  1円/$ 16億円

原子力設備利用率  1% 22億円

売 上 高

営 業 利 益

単　体

為 替 レ ー ト

原 子 力 設 備 利 用 率

出 水 率

経 常 利 益

当 期 純 利 益

販 売 電 力 量

原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格
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ファイル名:プレス資料 企業集団の状況 更新日時:06/10/24 12:11 印刷日時:06/10/24 13:19 

 
 

（連結範囲及び持分法の適用に関する事項） 
 連結子会社 29 社 持分法適用非連結子会社 12 社 持分法適用関連会社 13 社 (合計 54社) 
 
（連結範囲及び持分法の適用の異動状況） 
 連 結(新規) ３ 社（㈱九電オフィスパートナー,㈱キューデン・グッドライフ,㈱九電ビジネスフロント） 
 持分法(新規) ２ 社（㈲オーク,㈱福岡クリーンエナジー） 
 持分法(除外) １ 社（㈱九電ビジネスフロント） 
 
企業集団の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

         

           

          子会社 

          関連会社 

       ◆  連結子会社 

       ◇  持分法適用会社 

      

     

 

（注）１ ◎印を会社名の後に付した会社は，当中間期において，連結範囲及び持分法の適用の異動があった会社です。 
   ２ ㈱キューデン・グッドライフ東福岡，㈱キューデン・グッドライフ熊本，㈱キューデン・グッドライフ鹿児島の統括会社と

して新規に設立したものです。 
   ３ 従来の名称は㈱キューデン・グッドライフでしたが，同一名称の新会社を設立したことに伴い，名称を㈱キューデン･グッ

ドライフ東福岡に変更しています。 
   ４ 平成18年６月30日に解散し，平成18年10月12日付で清算を結了しています。 

◆九州通信ネットワーク㈱ 

◆㈱キューデンインフォコム 
◆ニシム電子工業㈱ 

◆九電ビジネスソリューションズ㈱ 
◆九州ネットワークサービス㈱ 

 ㈱コアラ 

《情報通信事業》 

 当社(光ファイバ心線貸し事業) 

《エネルギー関連事業》 

◇㈱九電工 
◇西九州共同港湾㈱ 

◇㈱九建 

◇西技工業㈱ 

◇㈱キューヘン 

◇九州高圧コンクリート工業㈱ 

◇西日本電気鉄工㈱ 
◇誠新産業㈱ 

 日豪ウラン資源開発㈱ 

◇㈱福岡クリーンエナジー◎ 

◇九州冷熱㈱ 

◇ｴﾚｸﾄﾘｼﾀﾞ･ｱｷﾞﾗ･ﾃﾞ･ﾄｩｸｽﾊﾟﾝ社 
 北九州エコエナジー㈱ 
 フーミー３・ＢＯＴ・パワー・カンパニー 

 ｴﾚｸﾄﾘｼﾀﾞ･ｿﾙ･ﾃﾞ･ﾄｩｸｽﾊﾟﾝ社 

 当社(ガス供給事業,空調事業,蓄電池事業) 

◇戸畑共同火力㈱ 

◇大分共同火力㈱ 

設備の建設・保守 

◆九州林産㈱ 
◆西日本プラント工業㈱ 

◆九電産業㈱ 

◆西日本技術開発㈱ 
◇西日本環境建設㈱ 

◆㈱キューキ 

◆九州計装エンジニアリング㈱ 

◆光洋電器工業㈱ 
◆西日本空輸㈱ 

資機材等の調達 

◆㈱キューデン・インターナショナル 
◆大分エル・エヌ・ジー㈱ 

◆北九州エル・エヌ・ジー㈱ 
◆西日本環境エネルギー㈱ 

◆パシフィック・ホープ・シッピング・ 
 リミテッド 

◆長島ウインドヒル㈱ 

◆㈱福岡エネルギーサービス 
◇みやざきバイオマスリサイクル㈱ 

◇キューデン・イリハン･ 
 ホールディング・コーポレーション 

エネルギー事業 

卸電気事業 

お 
 

 
 

客 
 

 
 

さ 
 

 
 

ま 
 

当 
 

 
 

社 

《電気事業》

〈総合エネルギー事業〉 

一般電気事業 

◆㈱電気ビル 
◆㈱キューデン・グッドライフ◎(注2) 

◆㈱キューデン・グッドライフ東福岡 

 (注3) 
◆㈱キューデン・グッドライフ熊本 

◆㈱キューデン・グッドライフ鹿児島 
◆㈱九電ビジネスフロント◎ 

◆森林都市㈱ 
◆㈱九電オフィスパートナー◎ 

◇九州住宅保証㈱ 

◇㈱九電ホームセキュリティ 
◇㈱九電シェアードビジネス 

◇メディカルサポート九州㈱ 
◇㈱九州字幕放送共同制作センター 

◇㈱苓北そると(注4) 
◇㈲オーク◎ 

 九州高原開発㈱ 
 ㈱九州アイ・エス・オー審査登録機構 

 福岡新都心開発㈱ 

〈生活サービス事業〉 

 当社(不動産賃貸事業) 

◇㈱ジェイ・リライツ 

◇九州環境マネジメント㈱ 

《その他の事業》 

そ の 他 

◆㈱キャピタル・キューデン 

〈環境・リサイクル事業〉 

参 考 
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